
○碧南市心身障害者手当支給条例 

平成２年３月１４日 

条例第１０号 

改正 平成５年３月１１日条例第１０号 

平成１０年３月１１日条例第８号 

平成１１年３月１５日条例第１号 

平成１７年６月３０日条例第３０号 

平成１８年９月２６日条例第２６号 

平成１９年３月１６日条例第３号 

平成２３年１２月２６日条例第２０号 

平成２５年３月２３日条例第７号 

碧南市心身障害者手当支給条例（昭和４８年碧南市条例第８号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、心身障害者の生活の安定と福祉の増進を図るため、心身障害者手当

（以下「手当」という。）の支給について必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 身体障害者 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規

定により身体障害者手帳の交付を受けた者（以下「身体障害者手帳所持者」という。）

であって身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号の１

級から６級までに該当する者 

(2) 知的障害者 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条第１項に規定

する知的障害者更生相談所又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条第

１項に規定する児童相談所において、知能指数が７５以下と判定された者 

(3) 特別障害者 身体障害者手帳所持者であって身体障害者福祉法施行規則別表第５

号の１級又は２級に該当する障害を有し、かつ、前号に規定する知的障害者更生相談

所又は児童相談所において知能指数が３５以下と判定されたもの 



(4) 精神障害者 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

(5) 心身障害者 前４号に掲げる者 

(6) 保護者 心身障害者に対して親権を行う者又は現に心身障害者を養育（その心身障

害者と同居して、これを監護し、かつ、その生計を維持することをいう。以下同じ。）

する者 

（受給資格） 

第３条 手当の支給を受けることができる者は、市内に住所を有する心身障害者とする。

ただし、心身障害者が監護を要する場合は、その保護者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者（前条第３号に規定する

者は除く。）は、手当の支給を受けることができないものとする。 

(1) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）第１７条又

は第２６条の２の規定による障害児福祉手当又は特別障害者手当の支給を受けている

者 

(2) 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）附則第９７条の規

定により福祉手当の支給を受けている者 

(3) 心身障害者にあっては、その者の前年の所得（１月から７月までの手当については

前々年の所得とする。）が国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第３６条の３の

規定による政令で定める額以上である者 

３ 心身障害者が、次に掲げる施設に入院、入所若しくは入居又は学校に就学のため、市

外に住所を有しているときは、第１項の規定にかかわらず、市長の定めるところにより

市内に住所を有するものとみなす。 

(1) 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１６条の２第１項に規定する病

院等 

(2) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８条に規定する保護施設 

(3) 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の６第１項第５号に規定

する障害者職業能力開発校 

(4) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する特別支援学校 



(5) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号）第５条第１１項に規定する障害者支援施設 

（受給資格の認定） 

第４条 前条に規定する受給資格に該当する者（以下「受給資格者」という。）は、手当

の支給を受けようとするときは、その受給資格について、市長の認定を受けなければな

らない。 

２ 前項の認定を受けようとする受給資格者は、心身障害者が第２条第１号から第４号の

いずれにも該当するときは、選択によりそのいずれかを申請するものとする。 

（手当の種類及び額） 

第５条 手当の種類及び額は、次のとおりとする。 

(1) 身体障害者手当 

身体障害者手帳等級区分 月額 

 円 

1級 4,000 

2級 3,500 

3級 3,000 

4級 5級 6級 2,000 

(2) 知的障害者手当 

知能指数区分 月額 

 円 

35以下 4,000 

36以上50以下 3,500 

51以上75以下 2,000 

(3) 特別障害者手当 月額４，０００円 

(4) 精神障害者手当 

精神障害者保健福祉手帳等級区分 月額 

 円 

1級 4,000 



2級 3,500 

3級 2,000 

（手当の支給期間及び支払期月） 

第６条 手当の支給は、受給資格者が第４条の規定による認定の申請をした日の属する月

の翌月から始め、手当を支給すべき理由が消滅した日の属する月で終わる。 

２ 手当は、毎年４月、８月及び１２月の３期に、それぞれの前月までの分を支払う。た

だし、支給すべき理由が消滅した場合におけるその期の手当については、その支払期月

でない月であっても、支払うことができる。 

（未支払の手当） 

第７条 第４条の受給資格の認定を受けた者（以下「受給者」という。）が死亡した場合

において、その者に支払うべき手当でまだ支払っていなかったものがあるときは、その

遺族に支払う。 

（届出） 

第８条 受給者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに市長に届け出なけれ

ばならない。 

(1) 受給資格が喪失したとき。 

(2) 障害の程度に異動が生じたとき。 

(3) その他申請事項に異動が生じたとき。 

（手当の停止及び返還） 

第９条 市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、手当の支給を停止し、

又は既に支払った手当の全部若しくは一部を返還させることができる。 

(1) 心身障害者の養育を怠っていると認められるとき。 

(2) 偽りその他不正の手段により手当の支給を受けたとき。 

(3) この条例又は市長の定める事項に違反したとき。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか手当の支給について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この条例は、平成２年４月１日から施行する。 



２ この条例の施行の際現に改正前の碧南市心身障害者手当支給条例の規定による手当の

受給資格に該当していない者であって、この条例による改正後の碧南市心身障害者手当

支給条例（以下「新条例」という。）の規定による手当の受給資格に該当するものが、

この条例の施行日から平成２年６月３０日までの間に新条例第４条の認定の申請をした

ときは、その者に対する手当の支給は、新条例第６条第１項の規定にかかわらず、同年

４月から始める。 

附 則（平成５年３月１１日条例第１０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１０年３月１１日条例第８号） 

１ この条例は、平成１０年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この条例の施行の際現に改正前の碧南市心身障害者手当支給条例の規定による手当の

受給資格に該当していない者であって、この条例による改正後の碧南市心身障害者手当

支給条例（以下「新条例」という。）の規定による手当の受給資格に該当するものが、

この条例の施行日から平成１０年６月３０日までの間に新条例第４条の認定の申請をし

たときは、その者に対する手当の支給は、新条例第６条第１項の規定にかかわらず、同

年４月から始める。 

附 則（平成１１年３月１５日条例第１号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年６月３０日条例第３０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年９月２６日条例第２６号） 

この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月１６日条例第３号） 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年１２月２６日条例第２０号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条及び第６条から第８条ま

での規定は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２３日条例第７号） 



この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第１条の改正規定、第２条中

「第５条第１２項」を「第５条第１１項」に改める改正規定、第３条中「碧南市障害程度

区分認定審査会」を「碧南市障害支援区分認定審査会」に改める改正規定、第５条中「第

５条第１０項に規定する共同生活介護若しくは同条第１６項に規定する共同生活援助を行

う住居又は同法附則第２０条に規定する旧法指定施設」を「第５条第１１項に規定する障

害者支援施設」に改める改正規定及び第７条中「第５条第１２項」を「第５条第１１項」

に改める改正規定は、平成２６年４月１日から施行する。 

 


